
 

知財活用促進に向けた知的財産制度の在り方

～とりまとめ～ 

 

  

2022年 6 月 30日 

特許庁政策推進懇談会 



1 

特許庁政策推進懇談会の開催経緯 

 

 本懇談会においては、知的財産制度の検討課題及び特許庁の実施庁目標について、更なる制度改

善に向けた検討を行った。 

 

第１回懇談会 令和４年４月 28日（木） 

議事 知的財産制度の検討課題について 

 

第２回懇談会 令和４年５月 26日（木） 

議事 知的財産制度の検討課題について 

・コンセント制度の導入 

・他人の氏名を含む商標の登録要件緩和 

・意匠の新規性喪失の例外適用手続 

・AI、IoT時代に対応した特許の「実施」定義見直し 

 

第３回懇談会 令和４年６月１日（水） 

議事 知的財産制度の検討課題について 

・知財経営支援機能の INPITへの集約 

・一事不再理の考え方の見直し 

・ライセンス促進策の検討 

・審判・裁定の料金改定 

・損害賠償の過失推定規定 

・送達制度の見直し 

 

第４回懇談会 令和４年６月３日（金） 

議事 １．知的財産制度の検討課題について 

・NFT化した画像データの意匠権保護 

２．有識者からのプレゼンテーション 

 

第５回懇談会 令和４年６月 23日（木） 

議事 １．知財活用促進に向けた知的財産制度の在り方とりまとめ（案） 

   ２．実施庁目標について 
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Ⅰ．はじめに  

１．背景－昨今の技術革新、競争環境の変化について 

 

近年の様々な技術革新は、デジタルとリアルが融合した新領域でのビジネス創出の可能性を広げ

ている。他方で、デジタル化・グローバル化の進展により、日本企業は厳しい競争環境にさらされ

ており、一層厳しい状況となっている。大企業に加え、中小企業・スタートアップ、大学等の知財

活用の更なる促進が喫緊の政策課題である。 

 

イノベーションの促進、日本企業の競争力強化に向けて、これらの環境の変化や新たな課題に対

応した知的財産制度に改善するとともに、支援の在り方についても検討し、中小企業・スタートア

ップ・大学を含むユーザーの利便性を一層高める必要がある。 

 

あわせて、特許庁自身も一層のデジタル化による効率的な業務に取り組んでいく必要がある。 

 

このような問題意識の下、特許庁は、2022年４月に、有識者を構成員とする政策推進懇談会にお

いて議論を開始し、知的財産制度に関する諸課題について、幅広い観点から検討を行ってきた。 

本とりまとめは、政策推進懇談会での議論を踏まえ、知的財産権政策に関して、今後の検討の方

向性を提言するものである。 
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Ⅱ．各論点の検討について  

《時代に即した知的財産制度の在り方の検討》 

１．AI、IoT時代に対応した特許の「実施」定義見直し 

（１）現状と課題 

・昨今のクラウドの普及により、ユーザーの端末等にプログラム等をダウンロードさせることな

く当該プログラム等の利用を可能とするサービス（以下「SaaSサービス」という。）が増加し

ているところ、現行制度下において、SaaSサービスによっても提供され得るプログラムに関す

る発明について、特許権で適切に保護できるか、といった懸念があるのではないか。 

・SaaSサービスの形態としては、(A)単一のサービス提供事業者がプログラムの全部を国内サー

バーに配置する形態のみならず、(B)単一のサービス提供事業者が当該プログラムの一部又は

全部を海外サーバーに配置する形態、(C)複数のサービス提供事業者でプログラムを分割して

国内サーバーに配置する形態、(D)複数のサービス提供事業者でプログラムを分割して一部又

は全部を海外サーバーに配置する形態なども想定される。 

・さらに、上記（A）～（D）のそれぞれの形態において、一部の処理を国内のユーザー側（クラ

イアント側端末等）において行わせる形態も可能である（それぞれ（A'）～(D')とする。）。 

・これらの形態を採ることにより、日本におけるプログラムに関する特許発明の「実施」には当

たらないと解される可能性があるのであれば、プログラムに関する特許取得に対するインセン

ティブが低下し、ひいてはプログラムのイノベーションに対するインセンティブが低下する懸

念があるのではないか。また、特許権は業として特許発明の実施を専有する権利であり、その

侵害は刑事罰の対象であるところ、これらの形態を採ることによりプログラムに関する特許発

明の実施に当たるか否かが明らかでないことは、罪刑法定主義の考えに基づけば適切とは言え

ないのではないか。 

 

（２）検討の方向性 

・特許庁総務部総務課制度改正審議室編「平成 14 年改正 産業財産法の解説」によれば、「プロ

グラム等を提供者の手許に残したまま利用させること（機能提供型の ASP）」は、特許法第 2条

第 3項第 1号に規定された、プログラム等の「電気通信回線を通じた提供」に含まれる。そう

すると、(A)単一のサービス提供事業者がプログラムの全ての処理を国内サーバーに配置する

形態において、日本におけるプログラムの特許権者の許諾を得ることなく SaaS サービスを提

供する行為は、当該特許発明の実施に当たると解される。 

・他方、前記（A）以外の形態（（A'）～(D')も含む）においては、現行法制度下、特許権の実施

に当たるかについては、必ずしも明確であると言えないのではないか。そうであるとすると、

以下に例示する論点等、関連する論点の洗い出しを進め、法令改正も視野に入れて、これら論

点の検討を深める必要があるのではないか。 

① 類型（B）～（D）及び（A'）～(D')毎に、属地主義の観点（刑事罰の対象である特許権の侵

害について海外の犯罪行為を取り締まることにならないかについても含む。）を考慮しつつ、

どの主体によるどの行為を規制すべきか（主体は、サービス提供事業者のみか、サービス

提供事業者及びサーバー事業者か。）。さらに、複数主体による行為の場合には、少なくと

もいずれかの主体が他の主体の行為を意識していること（ある主体が他の者を支配・管理

しており当該主体が実施行為全体についての実質的主体と評価できること、複数主体のそ

れぞれが共同意思をもって特許発明を実施すること等）を規制の要件とすべきか。 
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② 上記①のそれぞれについて、現行法制度下での判例の蓄積による明確化に期待すべきか、

あるいは、法令の改正によって明確化すべきか。 

③ 各類型について、日本におけるプログラムに関する特許発明の「実施」に当たることを明

確化した場合、他国がこれに追従し、日本国内にいる者が外国の特許発明に基づいて権利

侵害を問われる恐れはないか。そのようなことは問題ないか。 

④ どのカテゴリーの発明（物（プログラム、それ以外）、方法）まで、検討の対象とすべきか。 

 

【提示された御意見】 

・平成 14 年の法改正の解説を考慮すると、日本国内のユーザーに日本国内のサービス提供業

者が、海外に存在するサーバー等から、機能提供型の ASPでサービスを提供する行為につい

ては、日本国内での「電気通信回線を通じたプログラム等の提供」に該当すると解せる。し

かし、日本国内のユーザーに海外のサービス提供業者が、海外に存在するサーバーから、機

能提供型の ASPでサービスを提供する行為については、日本国内の実施行為に該当するか否

かの疑義がある。また、近年普及しているクラウドサーバーを考慮すると、サービス提供業

者が、物理サーバーがどこに存在するのかを知らない、若しくは処理 Aを実行する物理サー

バーと処理 B を実行する物理サーバーが同一か否かも知らないことも想定される。そこで、

サービス提供業者の所在地及びサーバー等の所在地にかかわらず、ネットワークを介して日

本国内のユーザーに対してサーバー等、プログラム等又は方法を「使用させる」行為が日本

国内での実施行為であることを明確にするため、法改正により確認的に規定すべきと考える。

但し、「使用させる」との規定文言では、海外のサービス提供事業者による海外のサーバー等

に係る場合に、海外の行為を捕捉しているように解され易く、属地主義との関係で問題が生

じ得るため、より日本国内のユーザーの使用行為に隣接した国内の行為を捕捉している規定

文言を採用すべきである。具体的には、特許法第２条第３項第１号～３号の実施に「電気通

信回線を通じた供用（他人の用に供する行為）」に相当する定義を追加すべきと考える。 

・実施の定義における「使用」が何を意味しているのかについて、立ち入った検討は今までさ

れてこなかった。法律の見直しの検討をした方が良い。令和２年の特許制度小委員会中間と

りまとめでは、「裁判所が適切な判断を下すことを期待しつつ事態の推移を見守る」という

ことだったが、最近の裁判例からは、裁判所としても法律の文言が変わらないのに座りのよ

い解決を次から次へ出していくことはできないという姿勢が読み取れる。解釈でなんとかな

るという考えもあるかもしれないが、概念を整理し、特許権者が特許発明を公開した代償を

適切に国内で得られるよう、制度の検討をすべき。 

・最近は、一部の処理がユーザーの端末で行われることが多いのではないか。求められている

のは処理スピードが早くなるソリューションであり、端末側の処理にどれだけの処理を持た

せるかということは設計の一つとなっている。そのため、実施の定義を「結果の提供」とす

る規定では捕捉できない場合がありうる。「中間結果物」のようなものまで広げられればカ

バーできると思うし、カバーすべきだとも思うが、その場合の弊害も考えないといけない。

他方、他国が海外の事業者を捕捉する制度を導入した場合に、日本の会社が抵触してしまう

懸念については、ある意味仕方ないのではないか。抵触しないとするなら日本で法律を作れ

ないことになる。どちらが得か損かではなく、今の時代、属地主義のもとデバイスだけで結

果物を得るのは稀になってきているので、他国で権利行使をされることを恐れずに、日本の

特許権の価値を高めていってほしい。また、サーバーの数は増える方向にあり、複数主体の
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場合に他の処理を意識しているか否かの区別をすることは難しい。誰かがアーキテクチャを

作っているはずであり、その人が主たる責任を持っていると思うが、特許がアーキテクチャ

そのものをクレームしておらず、処理の細部の限定が入っていると難しくなるので、いくつ

か類型を考えて検討を進めるべき。 

・第一に、属地主義について、少数説だが、海外のサーバーから発信されるようなものでも、

日本国内のユーザー向けであることが明らかである場合、例えば、日本語、日本円で処理し

ているなどの場合で、日本が密接関係地といえるときは、属地主義に反することなく日本法

を適用できると考えている。属地主義は、有体物の場合は大事だが、無体物、インターネッ

トの世界ではサーバーがどこかは重要ではなく、どこで最終的に利用されるのかの方が重要。

属地主義に対して立法で違う運用をするのはできるはず。第二に、複数主体の問題について

は、クレームからの侵害予測可能性の観点から、他の主体が行う処理内容を分かっているな

ら侵害と認めて良いと思うが、他の主体が何をしたのか分からないときに責任を問うことに

は疑問。また、ユーザーが処理を選択できて、そのうち一つを選択した結果にのみ、全体と

してクレームを充足するような場合、事業者は不測の不利益を被ることになりうる。 

・予見可能性は重要。挙げられている事例を適切に保護できるのであれば、事業者のビジネス

の保護につながる。最近の裁判例から、ビジネスモデル特許の実効性が疑われかねない事態

となっている。ベンチャーではビジネスモデル特許が競争力の源泉となっているので、うま

い形で対処できればありがたい。 

・大きくは複数事業者の問題と属地主義の問題があると思っており、実務でも事例が増えてい

ると感じている。ユーザーが使う端末も構成要件に組み込まれているケースも多いと思う。

複数事業者については、裁判例で道具理論、支配管理論などのロジックで特許権侵害を認め

た例もある。ただ、実質的に支配管理しているような場合についての裁判例なので、お互い

がよく知らない関係だったケースについては検討すべき。サーバーが海外にあるようなケー

スについては、属地主義との関係で、現行法の下では充足性を認めることが難しいように思

うが、事例が増えているので法改正による対応を検討することも考えられる。国内にいるユ

ーザーが特許発明を利用できる状況になっていて、ユーザーに使わせる人がいるという状況

をとらえて対処していくことも考えられるか。 

・IoT 時代でビジネスモデルは変わってきており、処理の一部のみを国内で行うケースは多く

なる。平成 14 年の特許法改正当時に想定されたビジネスモデルとは事情が変わってきてい

るので、そのようなケースも侵害として捉えられるよう、必要あれば法改正になると思う。

また、属地主義について、日本企業が海外で権利行使される懸念については仕方ないと思う。

それを避けていては、本当に抑えたいところが手つかずになってしまう。 
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２．意匠の新規性喪失の例外適用手続 

（１）現状と課題 

・意匠法は、登録要件に新規性（意匠法第３条第１項）及び創作非容易性（同第２項）があり、

自ら公開したものであっても出願前であれば拒絶理由となる。この例外として、一定の要件を

満たす意匠について、新規性等が喪失しなかったものとする｢意匠の新規性喪失の例外｣が定め

られている（同法第４条）。自らの行為に基づいて新規性を喪失した意匠について、意匠の新

規性喪失の例外の規定の適用を受けるためには、出願と同時に、その旨を記載した書面を提出

するか願書にその旨記載した上、出願から 30 日以内に、同規定の適用を受けることができる

ことを証明する書面（例外適用証明書）を特許庁長官に提出しなければならない。また、出願

前に複数回公開した場合は、原則すべての公開に対し手続が必要となる。 

・デザイン開発においては、一つのコンセプトから、形状、模様又は色彩に関する多数のバリエ

ーションの意匠が同時期に創作され、展開されることが多く、相互に類似する複数の意匠が出

願前に公開されうる。また、近年では複数の SNS を活用した製品 PR や発売前の製品に関する

断片的な情報を公開し閲覧者の興味を引くことを意図した広告手法など、公開態様が多様化・

複雑化している。 

・さらに、特に中小企業において、クラウドファンディングのように意匠を公開して投資を募っ

てから製品化を決定したり、製造委託や共同開発において、外部の協力企業や消費者と協働し

て製品を完成させる等、開発過程における公開の機会も増えている。 

・意匠の公開態様等が多様化・複雑化を極めている中、出願から 30 日以内に全ての公開意匠を

網羅した証明書を作成することは、特に、中小・ベンチャー企業等にとっては大きな負担とな

り、障壁となっている。実際に、新規性喪失の例外証明書に記載した公開意匠が網羅されてい

なかったため、拒絶査定となってしまうケースも散見されている。 

 

（２）検討の方向性 

・マーケティングにおいて必然的に創作の内容が公開されることや、一つのコンセプトから、多

数のバリエーションの意匠が同時期に創作され、相互に類似する複数の意匠が出願前に公開さ

れうる等の公開態様の多様化・複雑化といった意匠特有の問題を踏まえると、出願人は主要な

公開の事実は把握している可能性があるものの、短期間に公表事実を網羅的に調査し、証明を

することは負担が大きいのではないか。意匠制度には出願公開制度が無いため、出願公開で第

三者に例外規定が適用される公開事実を明らかにすることが想定されていないことも踏まえ

つつ新規性喪失の例外適用手続の緩和に向けて、法改正の具体的内容について検討を深める必

要がある。 

・その際、先願主義の下での例外規定であることや、出願人の負担軽減と第三者の不利益とのバ

ランスを考慮する必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・特許のグレースピリオドは意義があると考えている。他方で、意匠については、試作品を作

成し公開する場合に、後から網羅的に証明することが大変なのであれば、公開前に出願して

おくのが筋なのではないか。クラウドファンディングが一般化しているが、その目的は拡散

してもらうことであり、意匠を拡散してもらうために公開するのであるから、それを保護す
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るのはバランスを欠くのではないか。出願人の意図に反する公知に関する新規性喪失の例外

について、その要件を拡大する方向で法改正を検討するのがいいのでは。 

・意匠の特殊性を勘案すべきである。消費者にどのようなデザインが受け入れられるかよく分

からない中、多様なデザインを用意した上で、販売や試作品製造を通じ、消費者の反応を見

つつ、その中からデザインを決定する。大量にデザインを作る中で、どの意匠が登録に値す

るのかが事前には把握できない。グレースピリオドはこのような意匠戦略に非常に有意であ

るため、出願人の意図に反する公知のみに限定することは反対。 

・手続を緩和することに賛成。他方、そもそも意匠法に限らず、特許法等を含めて、現在の手

続は、意に反する公知が一切の手続をとることなく、例えばのちの無効審判請求の段階で初

めて気がついた場合でも主張可能とされていることと、バランスを失していると考える。意

に反する公知はあらかじめ分からないからこそ手続が不要となっているが、裁判例によると、

特許権者側に管理上、過失がある場合にも意に反する公知に該当するとされていることに鑑

みると、相対的にはよりしっかり管理している者のほうが不利に扱われるということになり

かねない。したがって、意匠法ばかりでなく、特許法も含めて改正するという案も検討に値

すると考えられる。 

・クラウドファンディングや SNSによる広報が繰り返し行われている現状で、そのすべてにつ

いて証明するのは不可能。米国や欧州では１年のグレースピリオドがあり手続も不要、韓国

も出願時の証明は不要なのに対して、日本は手続要件も時期的要件も厳格。証明負担のため

に出願を断念するという場合もあるので、積極的に検討してほしい。 

・ユーザーからは、デザインの公開手段が多様化している中で、更なる緩和を希望する声があ

る。意匠制度以外も緩和してほしいという声や、登録されるまで公開されないことも踏まえ

れば、第三者の利益というのは考慮する必要ないという声、例外適用書面の提出時期を半年

程度に延ばしてほしいという声などがある。 

・特に中小・ベンチャー企業が利用することの多い新規性喪失の例外適用制度は、使いやすく

簡素化してほしいという声もあった。事後的に適用申請を可能とするような制度も検討して

いただきたい。 

・ある製品のデザインが決まったのち、その発表前に早期に出願をするべきという考え方もあ

るが、発表前に公報発行されることを避けるために、出願をあえて遅らせるなど、出願のタ

イミングを緻密にコントロールという実務もある。 

・製品の開発は、自社だけでなく部品メーカー等他メーカー等との関係もあり、発表前にデザ

インを第三者に見せる機会は避けられない。意図しない形でデザインが公開されてしまうこ

とはゼロではない。 

・意匠特有の問題があることもご指摘のとおりで、デザイン公開前の意匠出願が難しいという

声や、新規性喪失の例外適用を受けようとしても網羅的に証明ができないといった事例、証

明そのものが負担だから意匠出願をしないという事例も聞く。知財政策全体の中で、意匠を

うまく使っていこう、意匠出願を増やしていこうという流れになっている中で、意匠権を取

りたい人が取れないというのはもったいない。 

・現行制度下においても、意匠登録出願者が新規性喪失の例外の証明を成功させれば意匠登録

がされることについては第三者も覚悟済みである点に鑑みると、第三者とのバランスも既に

担保されており、そこまで気にする必要はないのではと考える。 
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・第三者の保護については、出願人の意に反する公開は、例外的な話であるから、それほど考

慮する必要はないと思う。 

・出願人の行為に起因する公開の場合については、拒絶理由通知が来たタイミングで証明がで

きればいいのではないか。先願主義に対する例外だと考える必要もなく、第三者とのバラン

スについては、一年以内の証明という要件で足りていると考える。 

・例外適用証明の対象は、最初の公開事実のみで足りるものとする案はどうか。２回目以降の

公開事実の証明も必要とすれば、第三者の監視負担低減には寄与するものの、公開態様が多

様化している現況下では出願人への負担が過度に偏重してしまう。さらには、SNS の普及な

どにより公開の事実を網羅的に把握しにくい状況が広がれば、証明洩れに起因した拒絶理由

通知や無効審判が増加する懸念もあり、行政効率の上でも望ましくない。 

・また、２回目以降の公開事実のうち、明らかに出願人自身の公開であり、かつ、最初の公開

意匠と類似範囲にあるものは、逐一証明せずとも、上記の証明から判断可能であると思われ

る。よって証明対象を最初の公開事実に限定しても第三者の監視負担は著しく増大しないと

考える。 
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３．NFT化した画像データの意匠権保護 

（１）現状と課題 

・近年のデジタル技術の発展により、ブロックチェーンによる相互認証、データの唯一性・真正

性、改ざんに対する堅牢性に支えられ、個人がデータを所有・管理し、中央集権不在で個人同

士が自由につながり交流・取引する世界、すなわち、Web3.0での活動が活発化している。中で

も、メタバース内では様々な取引が行われており、新たな経済活動のフロンティアとして期待

される一方、エルメスのバッグ「バーキン」をデジタル上で模した「メタバーキンズ」をメタ

バースマーケット上で販売した者に対して、エルメスが商標権侵害等を理由に提訴する等の事

例も起きており、NFT化された画像や、メタバース空間内で扱われる画像への関心が高まる中、

これらの画像等がどの法律で保護されるのか、不明確な状況である。 

・こうした問題について、2022年４月、自由民主党デジタル社会推進本部の NFT政策検討プロジ

ェクトチームによる「NFTホワイトペーパーWeb3.0時代を見据えたわが国の NFT戦略」におい

ても、デジタル空間におけるデザイン保護が、コンテンツホルダーの権利保護上の課題とされ

た。 

・令和元年の意匠法改正において、意匠法の保護対象に「画像」が追加され、操作画像又は表示

画像は意匠法の保護対象に加えられており、一部の画像は既に保護されている。 

・一方、物品及び建築物と、メタバース上の物品及び建築物の３Ｄデータは機能及び用途が異な

ることが多く、保護は及ばないものと考えられ、画像の意匠についても、用途が類似しない場

合には保護が及ばないことから、十分な保護とはいえないとの指摘もある。 

 

（２）検討の方向性 

・既に起きている事例を念頭に、関係する法令に基づき、模倣行為に対して取り得る方策やその

限界についての議論の整理を進めつつ、意匠権等による保護の在り方について、他法の動向も

注視しつつ十分な検討を行った上で議論を深める必要がある。 

・その際、独占的権利を付与する意匠権の特性を考慮し、クリエイターの創作活動に対する萎縮

的効果を生じさせないよう十分考慮しつつ、関係する業界のニーズもよく見極めることが重要

である。 

・あわせて、メタバースサービスの提供やユーザーによる利用が容易に国境をまたぎ得るもので

あることから、国際協調に向けた議論の必要性が高いことにも留意が必要である。 

 

【提示された御意見】 

・どの法律で対応すべきかが難しい。不正競争防止法か、著作権法か、意匠法かそれ以外かが

決まっていない。何か新しい権利を設定する必要があるかもしれないと思う。 

・自動車の画像がメタバース空間で売られることが起きており、意匠権は及ばないのでどうす

ればよいか、対応を検討しているところ。メタバースで販売される画像であっても物品の意

匠の権利が及ぶとすればよいと考えていたが、今日の議論を踏まえ、そう簡単なものではな

いと実感した。クリエイターの活動への影響も勘案すると、まずは、現行の不競法や著作権

法について検討し、それで拾いきれないものを意匠法や商標法で検討することとなるのでは

ないか。 

・メタバースをどのように位置づけるのかという点から議論が始まるため、長期的な議論が必

要と思う。 
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・保護の方策として、表示画像、操作画像を超えた新たな画像の登録可能類型を設けることに

は反対。そのような登録を設けると、これまで依拠しなければ類似となっても侵害にならな

いという著作権の世界で動いてきた関連業界の文化に大きな変更を迫ることになりかねな

い。まさにそうした懸念があるからこそ、令和元年改正で画像意匠を導入した際には表示画

像・操作画像に限定し、いわゆるコンテンツ画像は含まれないとした。問題となっているの

が、有体物の世界の物の形状をメタバースで再現する行為であることに鑑みると、仮に意匠

制度で保護するとしても、物品の意匠の保護範囲をメタバースの世界にまで及ぼせば足りる

と考える。 

・意匠について新たに保護対象を設けるという話については反対。著作物を意匠登録すること

になる等、コンテンツとの切り分けは困難で過剰登録を生みかねない。登録されたものにも

気をつけなければならなくなり、クリエイターを混乱させる。他方で、意匠でやるのであれ

ば物品の意匠の保護対象拡大ならリーズナブル。また、不競法の中でデットコピー規制を拡

大するのであれば一番早く混乱が少ないと思う。物品の意匠と異なり、実際の商品の形態の

存在が必要であり、依拠が要件なため。不競法の商品等表示としての保護も一つの方策だと

思うが、周知性の要件のハードルが高いことや、混同防止措置がとられた場合も考慮が必要。

いきなり意匠による保護を検討するのではなく、不競法、著作権法等で考えるべき。 

・単純に考えれば画像の意匠を、現実の世界と、メタバースの世界とで切り分けてそれぞれ登

録する形も概念的には考えられるが、令和元年の意匠法改正では、画像の意匠をそこまで広

げられなかった、という経緯や過剰登録の懸念の話もあるので、そういう方向性は難しい。

現実の世界で画像の意匠を登録し、メタバースの世界でも画像を現実世界と同様に登録する

という形にすると、現実の世界で物品意匠として既に登録されているものをメタバース内で

登録するのは、新規性の観点で不可能。何らかの方法で意匠の保護対範囲をメタバースの世

界にまで広げる方向で検討をする場合には、関連意匠制度を使ってメタバースでの意匠を物

品意匠の関連意匠という形で保護することはありうるか。せっかく出願可能期間が 10 年に

なる制度があるので、法改正と組み合わせて使うことも考えられるのではないか。いずれに

せよ、何法で保護すべきかも含めて、まだ検討が必要だと思う。 

・商標であれば立体商標の制度を少し変えなければいけないため、不正競争防止法第２条第１

項第１号の検討が先だと思う。また、同法第２条第１項第３号のデッドコピー規制をデジタ

ルにも権利が及ぶようなものがまず良いかと思っている。関連意匠は、類似の範囲で関連意

匠を認めるという現在の枠組みの下では難点もあるという印象。類似する範囲で関連意匠が

あることになるため、今の関連意匠の延長であれば、物の意匠の画像の類似を認めること。

メタバース独自の意匠を認めつつ、既存の物品の意匠について関連意匠を認めるという方法

もあるが、物の意匠の保護をメタバースに及ぼすという方策をとるのであれば、意匠登録範

囲の拡大をしなくていいのではないか。 

・産業振興の観点から、保護することによって、守られるものが何で、保護範囲を拡大する弊

害がどの程度あるか、というのが分からないと法改正の検討は難しい。変に広げるとクリエ

ーションの自由度を失いかねない。絶対的権利で保護することで産業振興につながる事例が

あるなら考えるべき。唯一検討して良いのは商標。メタバースで個社のロゴが使われてしま

うのはまずい。ロゴではなくても、商標で登録できるプレイステーションといったものがメ

タバース上に登場するのは、収入を阻害する。意匠については情報不足。商標法で手当でき

るか確認したいという感想をもった。 
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・映画会社等クリエイター会社が会員にいる。日本の強みのある分野。コンテンツ制作側は、

個々が頑張っているが、諸外国は国が支援している。プラットフォームづくりについては、

政府がしっかりこうした議論を進めてほしい。保護の観点では現行制度で保護しながら、商

標、意匠で保護していく方向で考えてほしい。例えば、有田であれば陶磁器をデジタルにし

ている。ものづくりの世界ではあるが、デジタル化の動きはしっかり会員各社に理解しても

らう必要があると思った。 

・保護すべき理由がどこにあるのかがぼんやりとしか分かっていない。エルメスの事例を放置

するのがよくないというのはわかるが、アニメでバーキンを描いたとしても問題にならない。

売買の対象となるのが問題だというのであれば、バーキンを書いた絵を売っても問題になら

ないのに、バーチャルな世界での売買となると保護が必要という根拠は何か。今般の議論は

メタバースや NFTの特殊性から問題が発生するのか、それ以外の何かなのか。 

・WEB 上でのデータの無断使用について権利行使するかしないかは、場合による。例えば品質

を損なうような態様では困る。商標にはブランドや品質担保の側面があるが、意匠にもそう

いった側面がある。また、宣伝になる場合もあるが、WEB 上に上げられたデータが、本体よ

りも収益を上げるような事態となれば、クリエイターの創作意欲は減退してしまう。そうい

ったことを加味しつつ保護を考えていけばよい。 
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４．コンセント制度の導入 

（１）現状と課題 

・他人の先願登録商標と同一又は類似する後願商標は登録をすることができない（商標法第４条

第１項第 11 号に規定）ところ、諸外国で導入されている｢コンセント制度｣の下では、そのよ

うな場合であっても、先願商標の権利者の同意（コンセント）があれば、原則、併存登録が可

能となる。 

・近年、事業分野によってはコンセント制度の利用機会が格段に増えているとの声がある一方で、

グローバルなコンセント（併存同意）契約を結ぶ場合に、我が国においてはコンセント制度が

導入されていないために同様の手続ができないことが障壁となっているという声もある。また、

他人の先願登録商標と同一又は類似するとして拒絶査定されることを避けるために、出願人の

名義を一時的に商標権者の名義とすることで一致させ、登録査定後（設定登録前）に元の出願

人の名義に戻す（又は、商標権者が出願人に先願登録商標の権利を一時的に移転し、出願人と

引用商標権者との名義を一致させ、登録査定後に従来の商標権者に再度移転する）手法（アサ

インバック）が利用されることがあるが、権利の一時的な移転に伴うリスクや、手続、費用の

負担を理由に、中小企業を含むユーザーからは、より簡便・低廉なコンセント制度の導入を求

める声がある。 

 

（２）検討の方向性 

・産業界からの制度導入のニーズ及び消費者に受け入れられる文字列・ロゴの組み合わせは無限

にあるわけではない中で、一度登録された商標権は、更新により永続的に独占可能な権利であ

るところ、商標の資源の枯渇といった観点も踏まえると、我が国においてもコンセント制度の

導入について更なる検討を行うべきである。その際、商標法第 1条に定める目的の一つである

「需要者の保護」を考慮した制度を検討していく必要がある。 

・このため、当事者間の同意があれば出所混同のおそれの有無の確認を経ることなく併存登録を

認める（｢完全型コンセント｣）のではなく、同意があってもなお出所混同のおそれがある場合

には審査官の判断で拒絶する（「留保型コンセント」）べきではないか。 

・また、コンセントによる併存登録後に両商標の間で出所混同が生じる場合を想定し、登録後の

権利移転により混同が生じた場合の取消審判（商標法第 52 条の２）と同様に、不正競争の目

的で他の商標権者の業務に係る商品又は役務と混同を生じるものをした場合には登録を取消

し得るような事後的な手当もあわせて、法改正の具体的内容について検討を深める必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・アサインバックの方法で類似商標の併存登録が行われているが、代理人は少なからず抵抗を

感じている。自由譲渡やアサインバックにより市場において類似商標が併存していても、大

きな出所混同は生じていないので、積極的にコンセント制度の導入を検討してほしい。 

・近年、自社の業界において電動化・知能化が進んだことで異業種の商標権者の先行商標と抵

触することが増えたため、コンセントの利用機会が格段に増えている。アサインバックは手

続き上煩雑で時間もかかる。需要者保護の観点から留保型コンセント制度を導入してほしい。

商標法第 52条の２との関係は必要に応じ整理していく必要がある。 
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・外内の業務を担当する弁理士から、海外ではコンセント制度がある中で、日本にはそれがな

いために、海外の顧客にアサインバックの説明をする負担があり、費用も高くなるため、毎

回トラブルになるので早期の対応を求める声を昔からよく聞く。前向きに進めてほしい。 

・需要者の出所混同を防ぐ観点では、特許庁で最終的な登録の可否を判断できる留保型が望ま

しい。現行制度も誤認混同防止の担保措置（商標法第 24 条の４（商標権の移転に係る混同

防止表示請求）、同法第 52条の２）のもとで互いに抵触する商標権の重複した登録が認めら

れていることから整理できる。それ以外の手当てとして、同法第 52 条の２若しくは類似の

手当でも良いが、当事者は将来的に混同を生じないと考えて同意をするであろうことを考え

ると、特許庁で審査するなら十分という考え方もある。同法第 52 条の２あるいは似た形で

の追加の手当について反対しない。 

・知財を活用している中小企業では、留保型のコンセント制度導入に賛成の声がほとんど。多

くの国で制度が導入されており、併存登録され安全に使用されている商標が日本で使えない

ことは望ましくない。国境を越えたブランド展開の増加を想定すると、国際協調の観点やユ

ーザーフレンドリーの観点からぜひ導入を検討してほしいという声が複数ある。実務上、別

の方法（アサインバック）でしている部分もあり、制度導入することで問題は生じず、むし

ろ利便性が上がるのではないか。同一・類似の判断や出所混同の考え方については、公益保

護の制度設計をお願いしたいという声もあった。審査処理遅延の懸念はそんなにない。アサ

インバックでは対応できない部分があるので前向きな検討をお願いしたい。 

・現在の商標法第 52 条の２は権利の移転を前提としており、コンセントのように当初から権

利を分属させる場合も対象にするのであれば事後的に手当可能なので、登録要件を緩和して、

政策判断として先行登録商標が現在使用されていないケースでコンセントを認めることは

可能かもしれない。アサインバックは同法第 52条の２の潜脱であり本来望ましくない。 

・近年問題になっているのは商標の資源の枯渇。文字列・ロゴの組み合わせは無限という考え

方もあるが実際にはそうではなく、消費者に受け入れられる組み合わせは限られており、今

後、商標の資源の枯渇が進んでいくとなると商標登録をシェアできるシステムはどんどん進

めていくべき。本当は使用したかった商標を使用できずセカンドベストの商標を登録する、

というのは社会的に良くない。本来望ましい商標がつけばもっと売れていたということであ

れば、消費者の満足感、企業の利潤が社会全体で高まる。経済学では効率性を社会の望まし

さの指標として使うが、価値を最も高める人に権利を移すのが合理的、という考え方にも通

じる。コンセントによる合意の結果、後願が売れてしまった場合、それは市場が選択した結

果で社会的にロスがなく、事後的手当てもあまり必要が無いと感じている。出所表示機能は

商標の根幹なのでコンセントにより商標をシェアするシステムを導入するにしても一定の

留保は必要とする点で賛同する。 

・問題は、アサインバックで対応している部分を新しい制度とすることで、当事者が合意した

ものを需要者が混同してしまうかどうか。審査に時間がかかるのは折角の制度に魂が入らな

いため、商標法第 52 条の２のような後から弊害があれば是正する、という仕組みが望まし

い。 

・アサインバックを普段利用しているが大きな不都合は感じていない。アサインバックには欠

点もあるが、コンセント制度もメリット・デメリットがあると思う。コンセント制度を否定

するものではないが、アサインバックとコンセントの二つを、会社のネイチャーや相手方の

所属する国などで使い分けることになる。両方あることについて特に反対するものではない。 
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５．他人の氏名を含む商標の登録要件緩和 

（１）現状と課題 

・構成中に他人の氏名等を含む商標は、他人の人格的利益の保護の趣旨から、その承諾を得てい

るものを除き、商標登録を受けることができない（商標法第４条第１項第８号）とされている。 

・近時の裁判例においては、本規定が厳格に解釈されており、その判旨を踏まえた商標審査・審

判においても、他人の氏名を含む商標の登録が困難な傾向にある。 

・ファッション業界等を中心に、創業者やデザイナーの氏名をブランド名として採用する傾向が

あるところ、近年の本規定の厳格な解釈により、新興のブランドのみならず、広く一般に知ら

れたブランドまで、同名の他人の存在により出願が拒絶されるといった事態が生じており、こ

のような状況は、氏名からなるブランドの商標としての保護に欠けるといった指摘がある。 

 

（２）検討の方向性 

・ユーザーニーズ、他人の人格的利益と出願人の商標登録を受ける利益とのバランスや、諸外国

との制度調和等の観点から、本規定における他人の｢氏名｣に一定の知名度の要件を課す法改正

が適当ではないか。 

・上記改正案から生じる課題の１つとして、商標に含まれる氏名と無関係な者による出願につい

て、先取り出願を許容すべきでない場合には、現行の商標法における、使用についての疑義が

ある旨の拒絶理由（商標法第３条第１項柱書）、公序良俗違反を理由に登録できないとする拒

絶理由（同法第４条第１項第７号）等の活用可能性を検討していく必要がある。 

・法改正の具体的内容について検討を深めるとともに、求める知名度の程度、事後的に他人が知

名度を獲得した場合の取扱い等、上記改正案に関連するその他の論点・課題についても、あわ

せて検討を行う必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・現在の解釈が厳格すぎるというのは賛同。方向性として他人に一定の知名度を求めることが

良いかと思うが、無関係な者による出願に留意の必要があると考える。他人の知名度だけを

要求すると、自己の氏名とは関係の無い他人の氏名に関して出願することが可能となるが、

目的によっては登録を認めるべきではなく、悪意で出願される場合もあり得る。商標法第３

条１項柱書で使用の意思で見ることもありえるが、「実際にはこういう形で使用する予定」

と主張された場合に、関係ない者の出願を拒絶できるかは厳しいのではないか。同法第４条

第１項第 10号、第 15号、第 19号はある程度知られていることが要件になっているところ、

これら条文でフォローできるか不明で、同法第４条１項７号の解釈で詰めて考える必要があ

る。 

・法改正若しくは審査基準を見直してほしい。条文を厳格に適用するあまりに氏名ブランドが

保護されていない状況が続いている。日本において基礎となる登録商標を持てないために、

国際登録の制度も活用できない。世界的に展開するデザイナーズブランドも日本だけ登録で

きないこともあり国際調和の観点からも見直してほしい。マツモトキヨシの音商標について、

知財高裁の裁判例があって、特許庁においても調査研究を進められてきたところ、厳格すぎ

る運用の見直し等について迅速に進めてほしい。 

・これが拒絶されるのか、というケースが目立ってきた。最近はデザイナーやアーティストで

著名な方の名前が商標的に使われ、定着していることが多い中で、変えないといけない。判
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断のばらつきは現在も当然生じると思われるが、事後的に他人が知名度を獲得した場合の取

扱いが最も面倒である。実務では、ある程度の知名度になるかもしれない商標を使用する場

合に、名前であるかどうかにかかわらず、類似商標、先使用があるか等を調査するが、使用・

出願の時期が、どちらが早いかにより答えが変わってくる。法改正が必要なものかどうかは

類型を分けて検討すべき。事後的に他人が知名度を獲得した場合の取扱いを整理できれば法

改正に向かっていって問題ないのではないか。 

・商標法第４条１項８号の「氏名」に著名性要件を付すことに賛成。（特定の他人の氏名と）１

対１対応にならないローマ字、カタカナについても登録を認めない裁判例が広がっているこ

とが問題と理解している。知名度をどの程度要求するかについては、他人による商標登録を

妨げる効果を持つものとして、同法第４条第１項第 10号、第 15号と同程度、同じ要件とす

べき。マツモトキヨシ音商標事件との関係では、１対１対応ではない大量の「マツモトキヨ

シ（氏）」が考えられる場合まで人格的不利益が生じるか疑問があり運用等で改善できれば

と思う。 

・要件緩和に賛成する。電話帳を調べて該当するものがあれば拒絶するような実務について、

ブランド保護の観点からも妥当性がない。 

・他人に著名性を求めるのは賛成。氏名を含む商標で人格的利益を害されていると思う人はど

のくらいいるのかはデータとして取っておいた方が良い。その上で、雅号と一般の氏名との

間に差異を設けるべきかについては、雅号の方が一般的な氏名より同姓同名の中で著名な人

の割合が高いと思う。分母は少ないが経済的利益は大きいので、一般的な氏名との関係でバ

ランスが取れている。同姓同名の数に対する著名な人の割合について、どれくらい違うのか

調査する必要があると思うが、バランスが取れていれば区別する必要は無い。商標登録後に

他人が著名性を獲得した場合、事後的に更新時などいずれかの時点で拒絶する等の対応も必

要になるのではないか。 

・タレントの芸名をプロダクションが登録してしまう場合など、関係性が円滑であればよい

が、タレントが独立するときにそれを使用できないというのはどうかという点で、登録時

に人格的利益を有している者に権利を帰属させるというのをどう担保するか、無関係の者

の出願を認めない等、何かしらの手当てが必要という気がしている。 

・他人の氏名に知名度を要求することに賛成。事後的に他人が知名度を獲得した場合の取扱い

について、このケースではどうなるか、というのを今後検討して必要な手当を考えていくの

が良い。 
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６．（メンバー御提案）商標の品質保証機能について 

（１）現状と課題 

・日本の商標法において、商標には、出所表示機能があるが、それ以外の機能は任意的、あまり

重要でないと考えられているが、欧米では、商標の基本的機能として品質保証機能の方がむし

ろ重要であるという考え方に変わってきているところ、解釈論の局面で食い違いが生じている

のではないか、日本においても、商標の基本的機能として出所表示機能のみならず品質保証機

能を重視すべきではないか、との意見があった。 

・具体的には、商標法の目的規定である第１条を、「この法律は、商標を保護することにより、商

標の使用をする者の業務上の信用の維持を図るとともに品質保証の努力を促し、もつて産業の

発達に寄与し、・・・」と改正することにより、品質保証機能を重視する姿勢を明確にするこ

と、また、商品識別番号（ロット番号）を削除する行為を、商標の品質保証機能を阻害するも

のとして、商標権の侵害であると解釈してはどうかとの意見があった。 

 

（２）検討の方向性 

・現状、商標法において、商標の基本的機能を定義する条文や、品質保証機能に言及する条文は

存在しないが、特許庁としては、商標の基本的機能として出所表示機能、広告機能、品質保証

機能が存在すると認識しており、特許庁ウェブサイトや知的財産権テキストにおいて紹介して

いるところである。 

・頂いた御意見を踏まえつつ、ユーザーのニーズや時代に即した商標制度の構築に向けて、コン

セント制度の導入や、他人の氏名を含む商標の登録要件緩和など、必要な検討を進めていく。 

 

【提示された御意見】 

・日本の商標法は、元々、出所表示機能があると考えられていて、それ以外の機能は任意的、

あまり重要でないと考えられていることと思う。諸外国では発展しており、アメリカあるい

はヨーロッパでも、商標の基本的機能として品質保証機能の方がむしろ重要であるという考

え方に変わってきており、解釈論の局面で食い違いが生じている。日本においてもフレッド

ペリー最高裁判決がでて、品質保証機能が重要という考え方の転換があった。例えば商標法

第１条を「この法律は、商標を保護することにより、商標の使用をする者の業務上の信用の

維持を図るとともに品質保証の努力を促し、もつて産業の発達に寄与し、・・・」とすれば、

理念の面で新しい時代に合わせるという姿勢が明確になる。卑近な例でいうと、色々なメー

カーが品質保証のために商品識別番号をつけることがあるが、番号部分を削り取って流通さ

せる行為について、商標の品質保証機能を阻害するものとして商標権侵害とする解釈論を打

ち出しても良いのではと考えている。 
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７．懲罰的損害賠償/利益吐き出し型損害賠償 

（１）現状と課題 

・我が国では、不法行為に基づく損害については、民法第 709 条に基づく損害賠償が可能だが、

諸外国には、懲罰的賠償制度等、様々な損害賠償制度がある。 

・懲罰的賠償制度とは、悪性の強い行為をした加害者に対し、実際に生じた損害の賠償に加えて、

さらに賠償金の支払を命ずることにより、加害者に制裁を加え、かつ、将来における同様の行

為を抑止しようとする制度である。 

・利益吐き出し型賠償制度とは、他人の権利を無断で利用した者が、それによって利益を取得し

た場合に、権利者がその利益の償還（利益の剥奪）を求めることができる制度である。 

・特許権の侵害については、損害額の立証の困難性に鑑み、民法第 709条の特例規定として特許

法第 102条各項に損害額の算定規定がおかれている。 

・損害賠償額の適正化に向け、権利者の生産能力等を超える部分の損害をライセンス料相当額と

して認定できるよう、令和元年特許法改正において規定の見直しを行ったところ。 

・令和３年特許法改正時の附帯決議では、いわゆる懲罰的損害賠償制度について、諸外国や裁判

例の動向も注視しつつ引き続き検討することとされている。他方、近年、高額な損害賠償額が

認められる傾向があるという意見もある。 

 

（２）検討の方向性 

・実損の填補を超える賠償を日本の法体系において認めることができるか（生命侵害の場合でも

懲罰的賠償が認められない中で、特許権侵害の場合に懲罰的賠償を認めることは困難ではない

か。）、抑止的・制裁的な賠償制度を導入すると、知財体制を十分に整える力のない企業にとっ

て想定外のリスクを抱える可能性が高まるのではないかといった意見もあること、さらには、

高額な賠償が認められている例等を踏まえ、今後の国内外の裁判例等の動向について、引き続

き注視する必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・最近の判例をみると、それなりに妥当で高額な賠償が認められてきているので、今しばらく

事態の推移をみるべきではないか。 

・過去の特許小委では、懲罰的賠償は難しいという意見が大半だったと思うが、利益吐き出し

については好意的な意見もあった。とはいえ、変える必要があるのか、という流れで法改正

はしなかったという認識。令和元年の改正（特許法第 102条）で、損害賠償額算定が見直さ

れた後、裁判所が高額な賠償を認めている中で、もう少し様子を見るということでよいので

はないか。 

・現時点で法改正が必要とは思わないが、その時々で公の場で議論して論点として残しておく

ことは重要と考える。 
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８．損害賠償の過失推定規定 

（１）現状と課題 

・特許発明の内容については特許公報等により公示されていること、特許権侵害は業としての行

為のみが該当することから、特許法第 103 条に過失推定の規定（｢他人の特許権又は専用実施

権を侵害した者は、その侵害の行為について過失があつたものと推定する｣）が設けられてい

る。我が国の裁判例において、過失推定の覆滅が主張された事件、認められた事件いずれも極

めて少なく、特許権侵害における「過失」が具体的にどのような場合を想定しているのかにつ

いて十分な議論がなされてきていない。このため、実質的に、無過失責任に近い運用がなされ

ているとの意見がある。 

・昨今、技術の高度化、製品のマルチコンポーネント化、流通経路の複雑化、ビジネス形態の変

化が一層進展している中、実質無過失責任を問うことが酷なケースがあり得るとの意見がある。 

・また、軽過失の場合には裁判所が賠償額算定にあたり参酌できるとする同法第 102条第５項に

ついても、そもそも争点となった裁判例が極めて少ない点もあわせて議論が必要ではないか。 

 

（２）検討の方向性 

・特許権侵害による損害については、契約上、特許補償で手当されるべきとの意見がある反面、

力関係から特許補償条項を結んでもらえないケースもあるところ、例えば、数万点の部品から

構成されるマルチコンポーネント製品の製造・販売事業者について、リバースエンジニアリン

グが契約上禁止されているある部品が他者の特許権を侵害していたような場合、契約上、特許

権侵害の有無を調査することができない中で、「過失」を認めるべきか。また、正規のルート

で購入した汎用品を使用してサービスを提供する事業者について、汎用的なハードの詳細技術

まで理解できなくても使用できることが汎用品の強みとも言える中で、「過失」を認めるべき

か。 

・特許法第 103条の「過失」について、産業分野、業種、当該事業者の属性（流通経路における

位置、規模等）、契約上の制約（リバースエンジニアリングの禁止等）、特許補償の有無等、考

慮すべき要素を洗い出した上で、類型化し、「過失」を推定することが酷といえる場合がある

のか、諸外国の事例について、さらに分析を進める必要がある。 

・その際、過失推定の覆滅を認めると、特許権者側に過失の立証責任を課すこととなり、特許権

者の権利を弱めることにつながる懸念もあるところ、特許権者と被疑侵害者双方のバランスへ

の配慮が必要である。 

 

【提示された御意見】 

・特許権者の立場では、過失推定の覆滅により、損害賠償請求ができず、差止め請求のみとな

ると、侵害物品のメーカーが流通経路を変えて侵害物品の販売を継続する可能性がある点は

懸念あり。最終製品メーカーが出した仕様に則して委託先が部材を作っている場合は、その

仕様を出した会社が無過失とはならない。今まで議論はされていなかったので、類型を整理

すべき。過失の覆滅を認める範囲を広げすぎて特許権が弱まることにはならないよう注意が

必要。 

・マルチコンポーネント製品や材料の特許の侵害についてサプライチェーンの最終製品メーカ

ーが全ての特許を把握することや、標準必須特許について、全て把握することは実務上不可

能な中、最終製品について過失推定が適用されて賠償が認められるのは酷。特許法に規定さ
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れている過失とはどのような場合かを議論し、議論内容を公表することがリスクの予見性を

高める一助になると考える。その後、裁判例等が出されたときに、それに基づきガイドライ

ンを作成する等の継続性ある議論をしていきたい。 

・推定規定とはいうが、ほぼみなし規定というのが実務上の感覚。製造元に求償すればよいと

いっても力関係から特許補償を結んでもらえない場合や、契約で解析が禁じられているケー

スもある。中身を知り得ない場合でも過失があるとするのか等、検討すると良い。過失が認

められなかったり程度が低いとされても、結局は、不当利得返還請求等で実施料相当額は認

められてしまうのではないかという点については、例えば特許法第 102条第２項は利益相当

額を損害額と推定するため、利益が大きいほど、不当利得返還請求額や同法 102条第５項の

軽過失減額後の損害賠償額である実施料相当額とは、金額に差が生じるので、被疑侵害者に

とって、過失の推定覆滅を争う意義はある。他方、特許権者側から見ると、損害賠償請求が

できなくても、不当利得返還請求はできるともいえる。特許権者の視点と訴えられた側の視

点のバランスを考慮し、どのような場合に過失推定が覆滅されるのが適切なのかを考えてい

く必要がある。 

・裁判において、著作権侵害の場合は過失の有無が争点となるが、特許権侵害の場合には過失

推定の覆滅の主張も、特許法第 102条第５項軽過失の主張も少ないので、決してみなし規定

になっているとは思わない。 

・過失が否定されたとしても、不当利得返還請求は可能であり、その場合の返還額は、実施料

相当額であると解されている。また、特許法第 102条第５項の軽過失参酌規定により減額が

認められる下限額が同様に実施料相当額であるところ、過失推定規定を改正する場合には、

同法第 102条第５項との平仄もあわせて検討すべき。 

・中小企業、ベンチャーは専門の知財部門を持っていないので事前の網羅的な調査は難しく、

調査の実務を補助する体制も必要。過失推定規定が事業の足かせにならないようにしてほし

い。過失の推定は権利が公示されていることが前提であることに異論はないが、訂正後のク

レームが訂正を認めた審決公報の発行まで公示されないにもかかわらず、そのような場合に

も過失推定規定が適用されるのは厳しい。特許権者に主張立証を求めるべきケースも存在す

るのではないか。 
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《中小企業・大学・ベンチャー支援》 

９．ライセンス促進策の検討 

（１）現状と課題 

・多様な業界や主体が分野を横断して事業を実施する中、特許は、他者を排除するのではなく、

相互の発明を活用しあう手段としても使われてきている。特に、設立年の若いスタートアップ

企業を中心に、ライセンス供与への関心が高く、連携を促す機能を重視する傾向も強くなって

いる。一方で、防衛目的の特許も含めた未利用特許は全体の半数を占めることから、特許のラ

イセンスを促し、オープンイノベーションを誘発できる余地がある。 

・特許権を無差別にライセンスする目的は、①研究成果を広く社会に実装することや、②自社の

技術を広く普及させて市場を拡大し、自社が秘匿又は独占する技術で収益を得る（オープン＆

クローズ戦略）こと等が挙げられる。一部の大学や中小・ベンチャー企業では、申込みがあれ

ば、無差別に特許をライセンスする仕組みを導入することで、その目標を達成している。この

ような取組が広がるよう、中小・ベンチャー企業を支援し、未利用技術の社会実装やオープン

イノベーションを後押しすべきではないか。 

 

（２）検討の方向性 

・中小企業等の支援策として、審査請求・特許料を２分の１にするなどの軽減措置を行っている

ところ、大学・中小・スタートアップ企業の、技術の広い社会実装、オープン・クローズ戦略

を通じたライセンス促進を図るために、特許料減免制度等の改正の是非も含め、検討を進める

必要がある。その際、実態を伴わないライセンスなどのフリーライドを排除する観点や、特許

財政への影響と中小・大学へのインセンティブのバランスもあわせて検討することが重要であ

る。 

・ありうべき制度の対象者やライセンス許諾条件、減免措置の拡大の内容については、制度の目

的や実施許諾契約の実務、技術分野ごとの特性、特許庁の財政への影響などを考慮し、検討を

深める必要がある。 

・以下のような点も含め、具体的な制度内容について、検討を深める必要がある。 

①宣言対象の権利と特許権者が定めたライセンス許諾条件（ライセンス料、改良発明の利用等）

を第三者に開示する方法 

②特許権者が負う実施許諾義務の内容 

③軽減の適用にあたっての条件（支配関係のない者とライセンス契約を締結したこと等を確認

できること等） 

④軽減の拡大の内容 

（案ア）現行の軽減制度では１－10年目の特許料が軽減対象であるところ、一定の年次までに

ライセンスが行われた場合は 11年目以降の特許料まで軽減対象とする、 

（案イ）ライセンスが行われた以降に納付する特許料（１－10年目）について、現行の軽減制

度よりも軽減率を深掘りする。 

 

【提示された御意見】 

・大学の単独特許の場合、大学自身は実施をしないため、ライセンス実施を条件とする減免制

度について、一定の活用の可能性がある。この制度を中小・大学の技術活用を支援するとい

う位置づけとするのか、広くライセンス促進のための制度とするのかに応じて、制度の在り
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方や効果も違ってくる。大学に関しては、基礎研究が多い分野については社会実装に時間を

要するものもあるので 11 年目以降の特許料まで軽減対象とする案は有効に機能すると考え

るが、技術分野によるので、どちらかに限定する必要があるかも含めて検討するのがよい。

適用対象となった権利について権利譲渡は可能になるのか、適用を外すことを認めるのかな

どで効果の可能性は変わってくるだろう。広く大学の契約の実務について調査し、どういっ

た制度が使い勝手がよいのか、情報を集めるとよい。 

・宣言により減額できるならばその分の費用を新規出願などにまわせるので出願の活性化にも

つながり有効。ライセンスにより実施料を受けることもできるので良いと思う。 

・通常、ライセンス許諾条件の中にはライセンス料率だけではなく、どういった製品への使用

を許諾するかという条件が含まれる。ビジネスが成立するまでにどれくらい時間がかかるか、

損益分岐点や投資の回収などはものによって異なり、ライセンスの期間やいつまで無償にす

るかなどは様々なビジネス上のファクターによって大きく変わってくる。それらを織り込ん

で制度を考えていただきたい。 

・大学発の技術の社会実装には、ライセンス促進策は有効と思う。中小ベンチャー企業にとっ

て、例えば、ある一部の部品・材料を開発し、ライセンスにより活用してもらう場合は有用

だが、競合がライセンスを求める場合もあり得るため検討が必要と考える。具体的な軽減の

在り方については特許庁の財政が厳しい状況なので、この程度、という具体的な数字を示し

ていただいた方が検討しやすい。 

・まず、制度の目的は、中小支援なのか、特許の活用促進なのかをはっきりさせた方がいい。

後者であれば、対象は中小だけではなくなるだろう。次に、大学発の特許がなぜ実施できな

いのかについて、ライセンス促進策で費用を減免することはインセンティブとしてある程度

の効果はあると思うが、技術開発の製品化・実用化については他にも阻害要因はあり、これ

だけでは解決策にはならないだろう。 

・大企業を減免の対象に含めると財政の悪化は大きいことが予想される。コスト節約目的での

開放にも減免が適用されると、実施されない特許など質の低い特許の維持期間を無駄に延ば

すことになり、社会的な効率性を悪化させるおそれがある。制度の目的はライセンスの促進

や特許料の減免を通じた「中小企業の支援」なのか。「ライセンスの促進」が主な目的であ

れば大企業も含めた方が良い。その場合、料金の減免については中小企業のみ、開放特許デ

ータベースの整備等では大企業も含めるという形になると思われる。 
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10．共有特許の考え方の見直し 

（１）現状と課題 

・特許法第 73 条３項によれば、特許権が共有に係るとき、第三者にライセンスするには、他の

共有者の同意が必要。ただし、任意規定（デフォルト・ルール）であるため、契約によって、

他の共有者の同意を不要とすることも可能である。 

・特に、大学と企業の共同研究の成果は、両者の｢共有特許｣として保有するケースが多く見られ

るが、企業によって共有特許が活用されていない場合に、大学が第三者にライセンスしようと

しても、デフォルト・ルールでは共有相手の許諾を得る必要があるため、共同研究の成果の活

用（社会への還元）が進んでいないとの意見がある。 

 

（２）検討の方向性 

・特許法の共有特許の規定は、大学のみならず、中小企業等、共有特許を有するすべての主体に

影響を及ぼすものであるところ、特に、中小企業等への影響に鑑みれば、ただちに特許法第 73

条 3項の改正により対処すべきとはいえない。 

・なお、大学固有の課題に関しては、知的財産推進計画 2022 において「大学等における共同研

究成果の活用促進」とされており、特許庁として期待された役割を果たしていく。特許庁は、

大学が当事者のモデル契約書を 2022 年３月に公表しており、大学と企業との共同研究契約に

おいて、企業（事業会社）が正当な理由なく一定期間不実施の場合に、大学が企業の同意なく

して第三者にライセンスできる旨規定することを推奨しているところ、このようなモデル契約

書の周知を図り、その実行の徹底を推奨していくことが必要である。 

 

【提示された御意見】 

・共有特許については、大学自身は実施しないし、共有者の方は特許法第 73 条第２項の規定

により単独で実施できるので、共有者にいくら技術を使われても、契約で定めない限り、大

学に対価が還元されない。共有者の同意なくライセンスできるようになると、企業の方も自

由にライセンスできるという問題もある。大学のライセンス促進については、大学の単独特

許を増やす推進策を考えるのも一案。大学の権利化や契約に対応できる人材が不足している

ことと、出願、交渉等のコストの問題があると思う。 

・特許法第 73 条を議論する前に、日本の大学の単願を多くするための課題を掘り出して、そ

の環境作りが第一ではないか。基本的な特許に関しては、実現に時間がかかるが、それに対

して一定期間実施をしていないからライセンスできるとなると、産学連携を推進しようとす

るインセンティブが下がる。 

・東大の契約書において不実施の場合の規定があるが、一律に何年と決めるべきものではなく、

技術分野ごとに、例えば材料系では長く、IT系では短くといった、柔軟な対応が必要だろう。

日本の大学とアメリカの大学との共同研究で、米国特許、日本特許の両方が共有されると、

アメリカでは許諾が不要なのに、日本では許諾必要となった事例もあり、これも契約で対処

できる話なのだが、盲点になることがある。この話は契約で解決できる。デフォルト・ルー

ルを変えると混乱を招くのでは。 

・権利が確定してから実施をするまでに１０年以上かかる場合も多く、また、実施化を諦めた

ものでも権利を保持しておきたい場合もあり、非実施の場合に一律に同意なく許諾可能とさ

れると困るので、産業界は産学連携を回避することになると思う。実際は様々な事情があり、
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技術力が大学にどの程度あるかによって、企業側が譲歩することもあれば、企業側がお金を

全部出すものもある。契約書で手当するしかないと思う。モデル契約書は、類型がいくつか

ほしい。深掘りするのであれば、立法事実をもう一度洗い出して、イノベーションの阻害に

なっているケースを確認することが大事。 

・契約で整理するのが一番。大学側が企業側の同意を得なければライセンスできないため特許

の活用が阻害されているというケースがどの程度あるのか疑問。企業側の同意を不要として

しまうと、企業側が大学と共同研究を行うモチベーションが下がる。要素に応じて契約で整

理するのがよい。 

・契約で様々な工夫がされており、相手方が自由にライセンスできるとなると、特許の独占性

が確保できなくなり困る。大学も企業もデフォルト・ルールの改正を望んでいるのか疑問。

状況に応じて上手に契約を結んでいる例も多く見てきており、契約で対応すべき論点。 

・イノベーションを広げていくという社会的意義は理解できるが、共有している企業から競合

他社にライセンスされるのは容認しにくい。契約で対処すべき問題かと思う。一方で、地方

大学には期待しており、地方経済の核になってほしい。 
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11．知財経営支援機能の INPITへの集約 

（１）現状と課題 

・独立行政法人工業所有権情報・研修館（以下「INPIT」という。）は、公報、審査及び審判に関

する文献その他の工業所有権に関する情報の収集、整理及び提供を行うとともに、特許庁職員

その他の工業所有権に関する業務に従事する者に対する研修を行うこと等により、工業所有権

の保護及び利用の促進を図ることを目的とする業務を実施している。 

・中小企業･スタートアップ等において、革新的な技術等を迅速に権利化・事業化することが必

要不可欠だが、知財に関する知見や人材が不足しており、中小企業・スタートアップ等の知財

経営強化を図る上で、INPITへの期待は大きい。 

・現行の INPIT の業務範囲を見直し、中小･スタートアップ等の知財経営支援に資するようサー

ビスの拡充が求められるところ、知財活用支援のワンストップサービスに向けて改善の余地が

ある分野があるのではないか。 

 

（２）検討の方向性 

・INPITは、中期目標管理法人であり、令和６年４月からスタートする新たな中期目標・計画策

定に向け、知財経営支援を新たな柱とした事業案を検討しているところ、従前の大きな柱であ

る「情報提供事業」と「人材育成事業」の他、「知財経営支援事業」の充実化を図るため、例え

ば、特許庁等の施策とより一体化した知財政策を担うべく、INPITの業務に助成金交付業務を

追加する等、これら支援事業の更なる強化を進める必要があるか。 

・知財の活用促進とそれを支える関係者の連携、環境の醸成といった共通の目標に向けて、日本

弁理士会、日本知的財産協会等関係各団体が既に行っている事業や個々の弁理士の活動との役

割分担を行いつつ、連携を深め、相乗効果を創出できるよう、ユーザー目線での支援の在り方

を検討して行くことが重要である。INPITに期待される公益性に鑑み、知財分野における中小・

ベンチャー支援のエコシステムの構築を目指すべきである。 

 

【提示された御意見】 

・デジタル化と同様、知財を進めていく、裾野を広げていく際には専門人材をいかに活用して

いくかというところで、垣根なくいい形で最大活用できる環境を作ることをお願いしたい。

どこの地方にいても漏れなく十分相談に乗ってもらえる安心感を醸成することが重要であ

り、連携して取り組んでいきたいと思っている。 

・INPIT と意見交換を進めており、連携はできているが、過去には INPIT の研修（無料）と民

間団体の研修（有料）で同じ講師がやっている事例があったと聞いているため、今後とも調

整が重要である。INPIT は中小企業・スタートアップを、民間団体は大企業をというような

住み分けをしながら、最終的には日本全体の知財を用いた競争力の向上につながっていけれ

ばと思う。 

・知財を経営資源として活かすことが自社の成長につながるというような普及活動など、国・

INPIT でしかできないことをぜひやってほしい。実際に中小企業・ベンチャーに寄り添う事

業者はいるので、INPIT が無料で支援を実施することについては更なる検討をしていただき

たい。中小企業・ベンチャーの支援は誰がやるかは重要ではない。中小企業・ベンチャーは

自分たちの知財をどのように経営資源として活用していくかという有用なアドバイスや、自

分たちが成長していくために寄り添ってくれる人材を求めている。短期的、数回の支援では
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中小企業・ベンチャーの支援として有効かどうかという議論がある。現状 INPITは補助金の

支援ができないと理解している。仮に INPIT法の改正で補助金を交付できるようにするので

あれば、例えば、民間事業者の支援に対して、支援されている企業に一定の条件の下で補助

金を交付するというようなシステムも検討すべきである。連携の仕方については、今後検討

を進めたい。なお、名称については、変更する必要がないと思うが、少なくとも、既存の他

団体と混同が生じないようにするべき。 

・INPIT への機能集約・強化や、ライセンス促進策の検討はぜひ進めるべきである。特に、経

営資源であるヒト、モノ、カネ、情報のうち、ヒト（相談・助言等）と情報（開放特許情報

データベースの整備等）について INPITの機能を集約・強化することで、カネ（特許料等の

減免等）の面からの支援の効果も強まると考えられる。また、経営資源のすべてがワンスト

ップで提供されていた方が分かりやすく、シナジーも発揮されると思われるため、INPIT に

助成金交付機能を付加することにも賛成である。 
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12．一事不再理の考え方の見直し 

（１）現状と課題 

・無効審判において、特許権を維持する旨の審決が確定すると、当事者等が、同一の事実・証拠

に基づいて再請求をすることが禁止される（特許法第 167条）が、事実・証拠を変更して何度

も無効審判が請求された事例があるため、紛争の蒸返し防止規定としては十分でないとの意見

がある。 

・蒸返し的に無効審判が繰り返されると、特許権者の権利行使コストや行政コストの増大、紛争

の長期化といった弊害が生じる。また、特許権者は一度でも無効審判で負けると権利が消えて

しまうことから、特許権者側と請求人側とで不均衡となることも懸念される。 

 

（２）検討の方向性 

・紛争の蒸返しを効果的に防止するためには、大きく二つのアプローチ、すなわち①一事不再理

効（特許法第 167条）の客観的範囲の拡大（事実・証拠が異なっても「一定の場合」には、無

効審判の請求を禁止する）、②一事不再理効の発効の早期化・民訴法の重複起訴禁止規定の導

入（審決が確定する前でも「一定のタイミング」で一事不再理効を発効させる）が考えられる。

②のアプローチは「一事不再理」とは別の制度となり得ることや審決確定前に複数の無効審判

が請求されても審理の併合等の運用で対処が可能であることを踏まえると、現行規定（同法第

167条）を基軸に検討する場合には、主に①一事不再理効の客観的範囲の拡大について検討す

べきか。この際、一事不再理効の実効性を高めるためには無効の抗弁との関係も考慮すべきか。 

・他方で、新たな無効審判請求を過度に制限することとなると、請求人の正当な権利を制限する

ことにつながるおそれがあるため、請求人、特許権者双方の視点でのバランスが重要である。

また、無効審判請求を再請求する機会を大幅に制限すれば、一度の無効審判事件で審理を尽く

せるよう、要旨変更禁止の緩和・審決取消訴訟における審理範囲の拡大などの審理範囲の在り

方の見直しも検討する必要があることや、請求人側に最初の無効審判請求前に完全な無効調査

（世界中の文献調査）を求めた場合の証拠収集における実務上の負担、特に中小企業の調査能

力の実情等も考慮すると、一事不再理効の客観的範囲を大幅に拡大することについては、慎重

に検討すべきではないか。 

・一事不再理効の客観的範囲については、新たな証拠の追加が制限された裁判例も複数存在して

いるところ、仮に客観的範囲を拡大する場合には、「同一事実、同一証拠」という非常に狭い

印象を与えるとの意見がある同法第 167条について、裁判例の実情に合うような文言に変更す

ることを検討すべきではないか。 

 

【提示された御意見】 

・侵害訴訟を提起された場合など、攻撃防御を尽くす観点から無効審判を複数回請求すること

はあり得るので、新たな無効審判請求を封じられると厳しい。後から海外の文献が見つかっ

たり、公然実施の証拠がやっと集まったり、というのはよくある話。法改正するなら本当の

意味での蒸し返しだけを防ぐことができればいいと思う。同一事実・同一証拠について二重

起訴の禁止と同様に考えられるかという点については、そのようにも考えられると思う。た

だ、無効審判をしている最中に同じような無効審判を起こした場合には併合すればよいし、

審決取消訴訟で確定していないときに無効審判を起こした場合には、審決取消訴訟の様子を

みて、それをふまえて無効審判の判断をすればよいので、いずれの場合も運用で対応できる
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のでは。また、無効の抗弁との関係については、一事不再理効により無効審判請求ができな

い場合に、同じ事実・証拠の無効の抗弁を訴訟で主張することは実務上認められにくいよう

には思っている。無効の抗弁の条文（特許法第 104条の３）が手続的な書き方（「特許無効審

判により・・・無効にされるべきものと認められるとき」）をされているので、条文上も同法

第 167条により制限される場合には抗弁できないとも考えられると思う。裁判例においては

信義則に反して許されないとされているようで、同法第 104条の３の規定ぶりから無効の抗

弁を封じるのとはロジックが違うが、結局は同法第 167条により制限される場合に無効の抗

弁が認められないという結論は同じで、今までどおりということでもよいのでは。 

・「同一事実、同一証拠」の範囲の解釈が難しい。同一という文言が狭い印象を与えることは否

めないが、仮に実質的同一というような言葉に変えても、何が実質的同一である、でないと

いう議論は残り、解釈上の難点は残る。主引例が同一ならば副引例を差し替えても一事不再

理効により遮断すべきとの意見については、最初の主引例と副引例に阻害要因があり進歩性

が認められたが、阻害要因がない副引例が別に存在する場合は、再度の請求を受け入れて欲

しい。阻害要因があるとかないとかという議論を蒸し返すなら却下でかまわないと思う。同

一の特許権に対する同一請求人からの無効審判請求が５年間で 120 件程度とのことである

が、例えばそのうち３分の１の 40 件程度が蒸返しと考えてみると、その程度の件数である

ならば法改正するのは少し疑問に思う。また、無効の抗弁については、裁判所の運用で対応

できるのではないかと思う。 

・権利者側としても、組合せが否定されて権利が残った場合、もっと良い副引例がでてきて争

われるのは仕方ない。審理期間や費用はかかるが、大企業は気にしない。問題になるのは中

小企業やスタートアップであり、大企業に力相撲をとられるのが厳しいのは理解できる。 

・多くの無効審判請求に対応するのは厳しいので、蒸返しを制限してほしいという意見は多い。

他方、「同一事実・同一証拠」以外の審判請求は法で認められた権利でもあり、裁判所に任せ

る形で運用にて対処していくこともあると思った。 

・一事不再理効の客観的範囲については、「同一事実・同一証拠」という文言を、「請求の理由

の要旨が実質的に同一である場合」のように変更することに賛成。本件が喫緊の課題とまで

は思わないが、条文上疑義が残っているので立法するに越したことはない。一事不再理効の

発効の早期化について、「その審判を請求することができない。」となっている特許法第 167

条の規定は、一事不再理効に対世効があった 2011 年改正前には合理性があったが、2011 年

改正後は、効力が当事者限りとなったため、他の無効審判の確定前に既判力を与える制度に

した方が良い。例えば、一事不再理効の範囲を引例単位としつつ、二重審判請求として許さ

れない範囲を特許権単位とするといったことも考えられる。 

・一事不再理効の客観的範囲については、要旨同一の再請求を制限する法改正を検討してみて、

問題があるようであれば運用で対処するという方針が良いのでは。特許法第 131条の２は要

旨変更がなければ補正が許されるという規定なので、その範囲については再請求を遮断して

しまっても、一回の無効審判手続の中で行えば良いのでは。無効の抗弁について、当事者間

で一事不再理効が生じ争えないということを踏まえて、裁判所が蒸返しのような抗弁を却下

するのはいいことだと思う。他方、却下しなければならないと規定して裁判所を縛るのでは

なく、裁判所が事案をみて判断できるようにするべき。特許法の在り方は、無効事由ごと、

証拠ごとに分断してそれぞれ順に判断するというやりかたであったが、これは民訴の理念で
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ある紛争の一回的解決に反する。こういう機会に紛争解決の一回性という方向で、義務付け

訴訟を検討するのはいいことでは。 

・蒸返しが好ましくないという点は賛成だが、蒸返しか否かの判断は難しい。紛争の一回的解

決の要請は、無効審判においては侵害訴訟ほど強く働かないのでは。権利者側に立つと、無

効審判は嫌だが、訂正により強い権利ができる機会ともなる。他方、侵害訴訟を起こされた

ときは急いで無効審判を請求するが、英語以外の資料を調査するための期間を確保できない

こともある。したがって、無効審判については制限しない方向で慎重に検討していく方向が

良い。 

・裁判例の解釈である程度解決できると思う。 

・一事不再理は、紛争の一回的解決という点から重要と考える。「同一の事実・同一の証拠」

という現行の文言については、第三者にも効力を及ぼしていた平成 23 年改正前に違憲の疑

いが指摘されていたこともあり、伝統的には厳格に解されていたもの。少なくとも「同一の

証拠」という文言は狭すぎ、特許法第 131条の２の要旨の実質的同一の範囲にするというの

は、最低限必要な改正だと思う。その範囲では、審判プラス審決取消訴訟という１つの手続

内で審理判断を尽くすべきであり、再度の審判を許容するべきではない。また、法律を変え

ることなく、審判便覧等を変更することは、変更の趣旨が明らかでないため賛成しない。現

行の条文のままで、運用によって特許庁で門前払いすることは難しいのではないか。 
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13．中小企業の減免措置の見直し/審判・裁定の料金改定 

（１）現状と課題 

・平成 31 年４月から、これまで一部の中小企業が対象だった特許料等の軽減措置を全ての中小

企業に拡充した。また、減免申請時に要件に該当することの証明書類等の提出を不要とし、手

続を大幅に簡素化した。令和２年度の審査請求料の減免申請の実績を見ると、申請件数が年間

１～９件の申請人が 14,093者である一方、年間 1,000件超の申請人が４者、年間 100～999件

の者が 25 者存在しており、一部の者が大企業並みの審査請求を行い減免措置の適用を受けて

いる実態がある。 

・令和４年４月から、特許料等の値上げを行った一方、審判関係料金は今回見直しを行わず、審

判部門では赤字が続く見通しであり、特許料等改正時のパブリックコメントにおいても、見直

しの検討を求める意見が寄せられた。 

・裁定制度は、第三者からの裁定請求に対して、特許庁長官又は経済産業大臣の裁定により、特

許権者の同意なく、第三者にその特許発明の通常実施権を設定しうる制度であるところ、裁定

制度の利用については、国際的な動向から、今後も抑制的であることを基本とすべきであり、

昨年度に初めて請求がなされたことを踏まえ、裁定料金額の実費比較等が必要である。 

 

（２）検討の方向性 

・基本問題小委員会において、減免申請の年間の適用件数に上限を設ける旨の方針が示されたこ

とを受け、審査請求料の適用件数の上限については、大企業の審査請求件数の平均値（59 件

（令和２年度））に鑑み、60件を上限値とすることを検討する。実施に際しては運用に必要と

なるシステムの整備及び法律改正が必要なため、これらの制度運用の目処が立ち次第、新制度

の施行を行う必要がある。 

・審判関係料金については、実費や欧米の料金水準との比較に基づき値上げの必要性を検討する。

裁定請求の金額については、実費との比較に基づき値上げの必要性を検討する。いずれも、見

直しに当たっては産業界をはじめとするユーザーの皆様の御意見を踏まえ、慎重に検討を行う。 

・審判関係料金のうち、拒絶査定不服審判・無効審判については、令和４年４月から特許料等を

値上げしたところ、ユーザーへの負担増に理解は得られるか、財政の推移を見る必要はないか、

無効審判について、値上げをすることで第三者の無効事由を理由とする訴えの利益に行政側が

制約をかけることになるので、より慎重に行うべきではないか、といった観点を踏まえ、据え

置く方針で検討を行う。一方、判定請求・裁定請求の手数料額について、今夏に最新の実費を

調査の上、見直しを検討する必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・減免見直しについて反対しない。 

・御指摘のような適切でない量の申請を行う企業について見直すことについては同意。 

・審判請求料について、審判官３人で合議を行うことで費用がかかっているならば、値上げも

やむを得ない。欧米諸国に比べて安いことや財政赤字を踏まえると見直しを検討する価値は

あるので、小委員会において議論し具体的な金額など出すこともいいのではないかと思う。 

・拒絶査定不服審判についての値上げには賛成をできかねる。アメリカでは RCEにより審査の

やり直しも可能でいきなり審判とはならないが、日本の場合は拒絶査定が出ると審判以外に

手段がない。また、EPOは審査段階等で複数の予備的請求も認められている。料金のみで比
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較を行うことは妥当でなく、手続面でのことも考慮しながら検討すべき。拒絶査定不服審判

を値上げすると、日本発のスタートアップの有用な技術の権利化ができなくなるおそれがあ

る。無効審判、判定、裁定については、負担がかかっていると考えているので値上げもやむ

を得ない。 

・値上げは基本的に好ましくないが、受益者に適切な理由の下に負担を求めること自体は必要

性があれば致し方ない。妥当性に疑問の残る拒絶査定や拒絶理由とならないよう審査等の質

の向上に努めてほしい。料金引上げにあたっては中小企業に十分配慮して検討いただきたい。 

・審査が加速化しているところ、加速化と審査の質は矛盾するものではないが、加速化により

審判が増えるなどの分析もある。審判の費用をどこで負担すべきかを考えると、審判の恩恵

は制度利用者全体が受けているはずであるので、審査全体で負担するべきではないか。審判

値上げも一案だが、早期審査制度を大企業も使えるようにした上で料金を課す形にした方が

全体の効率性は高まるように思う。 

・実費をこれから確認するとのことなのでそれをぜひ進めていただき、値上げをしたばかりで

また値上げをするのであればユーザーにとって納得できる方向で検討していただきたい。 

・拒絶査定不服審判は、出願から拒絶査定あるいは設定登録という行政過程の途中の意思表示

であるが、無効審判請求は既に成立している特許権に対する新たな申請手続であり、法的な

性質が異なる。実情としても、拒絶査定不服審判は審査官が審査した後、場合によっては前

置審判があってその次に審判という一連の手続だが、無効審判はいつ請求があるかわからず、

請求があれば応答する必要がある裁判に近いもの。したがって無効審判が対比すべきものは

裁判手続ではないか。ドイツでは直接裁判所となるが、調べれば高い金額になるだろう。 
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《デジタル化への対応》 

14．送達制度の見直し 

（１）現状と課題 

・特許庁では、従来から、オンライン発送を実施しているところ、リモートワークといった働き

方の変容や行政のデジタル化の動きを踏まえ、オンライン発送可能な書類の拡大に向けて検討

している。 

・書面手続を原則としている特許法令上、オンライン手続は、工業所有権に関する手続等の特例

に関する法律（以下「特例法」という。）による特例と位置づけられており、出願人等が使用す

る電子計算機に備えられたファイルへの記録が完了した時点をもって、書類が到達したものと

みなす旨、規定されている（特例法第５条）。この点、出願人等が、特許庁受付サーバーに格納

された書類を、「インターネット出願ソフト」を通じて受け取らない限り、到達だけでなく発

送の効力も発生しない点で、不安定さを含んだ仕組みとなっている。このため、特許庁は、サ

ーバー格納後 10 営業日以内にオンライン発送書類を受け取らない出願人等に対しては、紙媒

体での発送により送達の効力を発生させているが、リモートワークにより受け取れない場合も

生じている。 

・また、令和４年通常国会において民事訴訟法が改正され、裁判手続のオンライン化が導入され、

オンライン送達の効力発生時期の一つとして、送達書類がオンラインで閲覧等可能な措置がと

られたことを電子的に通知してから１週間経過したとき、とされている。 

・こうしたことから、書面による発送のコスト削減や簡易・迅速な手続の実現を通じたユーザー

の利便性向上のため、オンライン発送制度の見直しを検討する必要がある。 

 

（２）検討の方向性 

・制度を検討するにあたり、以下の形が望ましいか。 

①特許法令上「送達する書類」とされているもの以外の通知も含む。 

②特許庁受付サーバー格納後一定期間を経過しても発送書類を出願ソフトで受け取らない者

への紙発送を廃止し、オンライン発送書類の受領をしなくても一定期間経過後に、申請人に

到達したものとみなす制度を導入する。 

③制度の対象者は、改正民訴法も踏まえて、以下の形が望ましいか。 

i インターネット出願ソフトによるオンライン発送を希望する者 

ii弁理士（改正民訴法に倣い希望有無によらず対象とする） 

・具体的な制度設計については、法制面に加えて、ユーザー利便性の観点や導入に必要なコスト

なども踏まえつつ、例えば以下の案を念頭に置きつつ、検討を深める必要がある。その際、案

３については、別システムとしてメールを使用する点で不安定との懸念を十分踏まえ、慎重に

検討する必要がある。 

案１：インターネット出願ソフトにより、書類を格納した旨の通知を行う案 

・申請人が出願ソフトを起動するタイミングで、特許庁の受付サーバーに書類を格納した旨

の通知が自動的になされる。 

・申請人の電子計算機に備えられたファイルへの記録が完了した時、又は、特許庁の受付サ

ーバーに発送書類が格納された時から一定期間経過した時、のいずれか早い時に、発送書

類が申請人に到達したものとみなす旨、法律に規定する。 
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・送達は、送達を受けるべき者に対してその内容を了知させ、又は了知させる機会を与える

行為である。この点、出願ソフトを起動しない者には通知が届かないところ、特許庁サー

バー格納から一定期間経過後に了知する機会を与えたと評価できるかについて、検討が必

要となる（なお、改正民訴法においては、連絡先を届け出ない弁護士等に対しては、通知

を要しないとされている。）。 

案２：インターネット出願ソフト起動時に、自動的に書類をオンライン発送する案 

・申請人が出願ソフトを起動するタイミングで、特許庁の受付サーバーに格納された書類が

自動的に発送される。 

・申請人の電子計算機に備えられたファイルへの記録が完了した時、又は、特許庁の受付サ

ーバーに発送書類が格納された時から一定期間経過した時、のいずれか早い時に、発送書

類が申請人に到達したものとみなす旨、法律に規定する。 

・出願ソフトを起動しない者について、了知する機会を与えたと評価できるかという論点に

ついては、案１と同様。 

・なお、ユーザーからは、期間管理の関係上、発送書類をいつ受け取るかについては、ある

程度ユーザー側が決められることが望ましいとの指摘がある。 

案３：電子メールで通知を行う案（改正民訴法と同様のスキームイメージ） 

・特許庁の受付サーバーに発送書類が格納された（申請人の電子計算機に備えられたファイ

ルに記録が可能になった）旨、電子メールで通知を行う。 

・申請人の電子計算機に備えられたファイルへの記録が完了した時、又は、特許庁の受付サ

ーバーに発送書類が格納された旨のメール通知を受けてから一定期間経過した時、のいず

れか早い時に、発送書類が出願人等に到達したものとみなす旨、法律に規定する。 

・電子メールの送信は一定割合で不達となるリスクがある。また、特許庁－出願人等間は出

願ソフトにて繋がっているところ、出願ソフト以外の電子メールでの対応は、システムの

改造コストが高くなる可能性がある。 

 

【提示された御意見】 

・紙発送の書類は、よりデジタル化を進めるのが妥当であり、提示された案１～案３のうち、

案１が最も適当と考える。「一定期間」をどの程度の期間にするのかは、ユーザー団体含めて

検討させていただきたい。案２、案３は、上記のようなデジタル化の観点からは、案１で十

分に足りると考える。 

・案３は別システムとしてメールを使用する点で不安定であり、手間が増えてしまうのではな

いか。案１、案２は一長一短かと思う。 

・本見直し自体は、受領する側の利便性を向上できるので歓迎。その上で、見直しを実施する

場合には、ユーザーの意見は聞いておく必要があるのかどうか。聞く余地もないのかもしれ

ないが、そのあたりが気になる。 
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15．優先権証明書のオンライン化 

（１）現状と課題 

・特許庁への手続書類のうち、パリ条約による優先権を主張して特許庁に出願する際に必要とな

る、第一国の官庁で発行された優先権証明書の提出方法には、現在、書面による原本の提出と、

世界知的所有権機関（WIPO）のデジタルアクセスサービス（以下「DAS」という。）等を利用し

た電子的交換の利用（商標は除く）の二つが存在している。 

・特許庁では、デジタル社会への対応及び行政手続の更なる利便性向上を目的として、電子申請

できない全ての手続をデジタル化する方向で検討を進めているが、この優先権証明書について

は、第一国が DASに参加していない場合や、DAS等の電子的交換の対象外となっている商標に

ついては、優先権証明書を書面で提出する必要がある。 

・このため、優先権証明書の提出手続のデジタル化を推進するためには、第一国の官庁が書面で

発行した優先権証明書を出願人が電子化（PDF形式）したもの、すなわち優先権証明書の写し、

及び第一国の官庁が優先権証明書を PDFで発行する場合には当該 PDFを、オンラインで提出す

ることを許容するための法令上の措置が必要となるか。 

 

（２）検討の方向性 

・パリ条約による優先権の主張を伴う出願を行う際に第一国の官庁が発行した優先権証明書の

提出を出願人に求めている特許法第 43 条第２項を改正し、優先権証明書について原本に限ら

ず、写しの提出を許容する措置を検討する必要がある。また、特例法上、優先権証明書の提出

手続をオンライン手続に含めるよう、所要の措置を検討する必要がある。 

・なお、第一国の官庁が書面で発行した優先権証明書の原本と、その写しの間には、その有する

証拠力に差異があるといった法制的論点が存在する。この点、例えば、実体審査において、審

査官が提出された証明書の写しの内容に疑義があると判断する場合には、優先権主張の効果を

認めずに審査を行い、その結果、拒絶理由が生じるときには拒絶理由が通知され、当該拒絶理

由を解消するために、出願人は原本を証拠として示して反論するといったプロセスが想定され、

これらプロセスによって事後的に、当該優先権証明書の写しの内容が正しいものであることは

確認可能である。 

 

【提示された御意見】 

・ユーザーの利便性があがるものであれば、進めてほしい。 
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16．書面手続のデジタル化に向けた関係手続整備 

（１）現状と課題 

・特許庁は、1990年に世界に先駆けて特許出願をデジタル化し、現在は、申請件数ベースでは年

間約 290万件が電子的に申請可能となっている。一方で、オンライン申請できない手続（書面

でのみ手続が可能な申請）が約 500 種類・年間約 20 万件存在するため、上記の背景のもと、

「特許庁における手続のデジタル化推進計画」を公表し（令和３年３月 31日）、令和６年３月

までに原則すべての申請手続をオンラインで行えるよう、システム等を含めた検討を進めてき

た。 

・この検討の結果、オンライン申請を可能とする手続の範囲を拡充し、新たにオンライン申請を

可能とする手続については、申請方法を、既存のオンライン申請とは別の形態1（以下「特殊申

請」という。）により、出願ソフトを使用して行う方法とすることを予定している。 

・なお、無効審判の請求書や答弁書のように、副本送達が必要な書類が特殊申請により提出され、

特許庁の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された場合、現行の特例法第 10

条の規定によれば、副本を送達するためにファイルに記録された事項をプリントアウトするこ

ととされている。しかしながら、ユーザーからは、副本送達を含めた特許庁からの発送書類に

ついても電子化の要望がある。また、無効審判の請求書や答弁書のようにページ数が多い書類

をプリントアウトすることは特許庁の業務負担も大きい。そこで、プリントアウトせずに、特

許法等の副本送達の要件を満たせるようにするには措置を講じる必要があるか。 

・また、特許庁からの発送手続については、1993年にオンライン発送システムの稼働を開始した

が、年間約 395万件（約 1,000種類）の発送件数のうち、オンライン発送は約 95万件（約 200

種類）に留まっている。約 280万件（約 800種類）については、依然としてオンライン発送が

実現できておらず、書面のみによる発送形態となっている2。 

 

（２）検討の方向性 

・特許庁に対する申請手続については、更なるデジタル化を進めるべく、例えば以下の法改正を

含め検討する必要がある。 

①電子化に関する改正（特例法第８条関係） 

・PDF での提出によりなされた手続を、書面で提出した場合と同様に特許庁システムにおいて

処理可能な形での電子化（変換）を行う対象とすべく、所要の措置を行う。 

②副本送達に関する改正（特例法第 10条関係） 

・書面手続のデジタル化に伴い、相手方当事者に副本送達が必要な書類（無効審判請求書等）

が PDF で提出された場合に、PDF を書面に印刷することなく、PDF を記録した DVD 等により

副本送達できるよう、所要の措置を行う。 

③閲覧に関する改正（特許法第 186条関係） 

・PDFで提出された申請書類を閲覧に供することができるようにすべく、所要の措置を行う。 

 
1 現行のオンライン申請では、出願ソフトで XML形式又は SGML形式の申請書類を作成し手続を行

う。特殊申請では、PDF形式で申請書類を作成し、出願ソフトで作成された XML形式の送付票に

添付して手続を行うことを想定。 
2 オンライン発送が可能な手続のうち、ユーザーの申出等により書面発送をしているものが約 20万件存在す

る。 
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・特許庁からの発送手続については、発送件数が多くユーザーニーズが高い登録証など７種類

の発送書類（※年間約 230万件）について、先行してオンライン発送が可能となるよう、シ

ステム及び法令面の対応について、検討する必要がある。 

 

【提示された御意見】 

・ユーザーの利便性があがるものであれば、進めてほしい。 
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Ⅲ．まとめ  

・新技術に対応した知財制度を目指し、権利侵害に対する実効性担保（「実施」定義の見直し、救

済システムの合理化）、特許の社会実装等の促進、デザインの保護強化・活用促進等について

検討を深める必要がある。また、国際的な制度調和の観点に留意しつつ、商標権の活用促進に

向け、検討を深める必要がある。その際、知財を活用し、自身の成長につなげる潜在的可能性

を秘めた中小・ベンチャー等にも配慮し、支援策を含めた環境整備を進めることも重要である。 

・AI、IoT時代に対応した特許の｢実施｣定義見直しについては、プログラムに関する発明を特許

により適切に保護できるよう、サービスの提供形態、属地主義の観点等を考慮し、現行制度の

解釈の限界にも留意しつつ、具体的な法改正の在り方について検討を深める必要がある。 

・意匠特有の問題に対応すべく、出願人の負担軽減と第三者の不利益のバランスを考慮しつつ、

意匠の新規性喪失の例外適用手続を緩和する方向で法改正の具体的内容について検討を深め

る必要がある。 

・メタバース内の画像の保護に関しては、関係する法令に基づき、模倣行為に対して取り得る方

策やその限界についての議論の整理を進め、クリエイターの創作活動に対する萎縮的効果を生

じさせないよう十分考慮しつつ、意匠権等による保護の在り方について、中長期的視野で検討

を深める必要がある。 

・コンセント制度の導入について、需要者の保護の観点から、審査において出所混同のおそれを

判断する「留保型コンセント」を前提に、事後的に出所混同を生じた場合の手当も含めて、法

改正の具体的内容について検討を深める必要がある。 

・他人の氏名を含む商標の登録要件緩和について、当該他人に一定の知名度を要求する方向で法

改正の具体的内容について検討を深めるとともに、その場合に生じる論点・課題として、求め

る知名度の程度、無関係の者による出願の対応等についても検討する必要がある。 

・懲罰的損害賠償/利益吐き出し型損害賠償については、今後の国内外の裁判例等を引き続き注

視する必要がある。 

・過失推定規定における「過失」については、事例の類型化を行い、特許権者と被疑侵害者双方

のバランスに留意しつつ、「過失」を推定することが酷といえる場合があるか、諸外国の事例

等についてさらに分析を進める必要がある。 

・ライセンス促進策については、制度の趣旨を明確にした上で、中小企業・大学等の実務を踏ま

え、ライセンス許諾条件や特許料等の軽減策の是非を含め、検討を深める必要がある。 

・共有特許の考え方の見直しについて、大学固有の課題に関する知的財産推進計画 2022 の提言

「大学等における共同研究成果の活用促進」に則りつつ、中小企業等も含めた共有特許全体の

考え方については、適切な契約が行われるよう、モデル契約書の周知等の取組を続ける必要が

ある。 

・新技術、デジタル化、グローバル化の動きに中小企業等が取り残されることがないよう、特許

庁、INPIT及び関係機関等の連携の在り方について検討を深める必要がある。 

・一事不再理の考え方については、現行の条文でも裁判所の運用である程度の対応がなされてい

るという意見や、「同一事実・同一証拠」という極めて限局的なケース以外は、再度の無効審

判請求が許されているのは一回的解決や行政コストの面から問題があるという意見を踏まえ

つつ、特許権者側と請求人側のバランスに留意しながら、現行運用の評価も踏まえつつ、法改

正の在り方について検討を深める必要がある。 
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・減免制度の見直しについては、申請者・特許庁双方の手続・事務の簡素化を図ってきた経緯や

制度利用者への影響を留意しながら、審査請求料の減免申請の年間の適用件数に上限を設ける

ことを早急に検討する必要がある。 

・審判関係料金等の見直しについては、産業界をはじめとするユーザーの皆様の御意見を踏まえ、

実費や欧米の料金水準との比較に基づき裁定・判定請求手数料額の見直しの必要性を慎重に検

討する必要がある。 

・特許庁と出願人との手続を原則オンライン可能とし、手続デジタル化をより一層促進する必要

がある。 

 


